
公職選挙法により、議員による時候の挨拶状・寄附行為などは禁止されています。ご理解をいただきますようよろしくお願い申し上げます。
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歳 出 解 説
◦�介護や障害福祉サービスの利用の
増加のほか、こども未来戦略に基づ
く児童手当の拡充や、人件費や物
価の上昇に伴う公定価格の見直し
などによる扶助費の増加、人事院勧
告を反映した職員の人件費の増加
等を見込んだ上で、学校施設の長
寿命化改良事業を引き続き強力に
推進するとともに、公共施設の老朽
化対策や国が進める自治体情報シ
ステムの標準化に要する経費など
を計上しており、前年度を上回る歳
出規模となる。

土木費
8％

総務費
14％

教育費
12％

公債費
7％

衛生費
8％

その他 4%

民生費
47％

　歳 出
1,463億
8,400万円

※金額は一般会計の歳出額を令和 
7年3月1日現在の人口343,206
人で割り戻した額

※表中の％は歳出全体に占める割合

土木費
8%

道路、公園、
公営住宅の
管理などに 32,938円

公債費
7%

借りたお金の
返済に 31,478円

総務費
14%

企画、市民協働、
防災対策などに 60,188円

衛生費
8%

ごみ、し尿の処理や
健康推進などに 32,230円

その他
4%

産業・観光の
振興などに 20,597円

教育費
12%

小中学校・幼稚園の
管理運営や
施設整備などに 50,408円

これからも市の財政に
注目してね！

民生費
47%

高齢者、障害者、
子ども・子育ての
支援などに 198,681円

市債
7%

国庫支出金
21%

地方交付税
11％

県支出金
9％

地方消費税
交付金
6％ その他

 9%

市税
37%

　歳 入
1,463億
8,400万円

ご
あ
い
さ
つ

令
和
令
和
77
年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た

年
度
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た

一般会計歳入予算額一般会計歳出予算額（目的別）

　

春
分
の
候
、
市
民
の
皆
様
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
ま
す
ま
す
ご
健
勝
の
こ
と
と
お
喜

び
申
し
上
げ
ま
す
。

　

大
津
市
に
ゆ
か
り
の
あ
る
紫
式
部
を
題
材
に
し
た
大
河
ド
ラ
マ
「
光
る
君
へ
」
の
余

韻
も
冷
め
や
ら
ぬ
中
、
い
よ
い
よ
今
年
の
秋
に
は
、
滋
賀
県
に
お
い
て
、
わ
た
Ｓ
Ｈ
Ｉ

Ｇ
Ａ
輝
く
国
ス
ポ
・
障
ス
ポ
2
0
2
5
が
開
催
さ
れ
、
大
津
市
に
お
い
て
は
、
県
内
で

最
も
多
い
、
19
競
技
・
22
種
目
が
実
施
さ
れ
ま
す
。
大
会
の
成
功
を
お
祈
り
す
る
と
と

も
に
、
本
大
会
が
市
民
の
皆
様
の
ス
ポ
ー
ツ
に
親
し
む
機
会
を
増
や
し
、
健
康
増
進
に

寄
与
す
る
こ
と
を
願
っ
て
お
り
ま
す
。

　

さ
て
、
２
月
19
日
か
ら
始
ま
り
ま
し
た
２
月
通
常
会
議
で
は
、「
夢
が
あ
ふ
れ
る
ま

ち
大
津
」
を
実
現
す
る
予
算
と
し
て
の
令
和
７
年
度
当
初
予
算
案
を
は
じ
め
、
計
90
件

以
上
の
議
案
が
提
出
さ
れ
、
慎
重
に
審
議
を
行
い
ま
し
た
。

　

令
和
７
年
度
当
初
予
算
案
は
、
こ
れ
ま
で
大
津
市
総
合
計
画
第
２
期
実
行
計
画
に
お

い
て
重
点
的
に
実
施
し
て
き
た
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
に
つ
い
て
、
そ
の

事
業
効
果
を
最
大
化
さ
せ
る
た
め
、
継
続
的
あ
る
い
は
発
展
的
に
取
組
む
こ
と
と
し
て

編
成
さ
れ
て
お
り
、
総
合
計
画
第
３
期
実
行
計
画
の
初
年
度
と
し
て
、
重
点
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
事
業
を
着
実
に
実
現
す
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
物
価
や
人
件
費
の
上
昇
に
伴
い
、
財
政
状
況
も
厳
し
さ
を
増
す
中
で
は
あ
り

ま
す
が
、
保
育
所
等
の
待
機
児
童
へ
の
対
策
や
防
災
対
策
、
小
中
学
生
の
不
登
校
対
策

な
ど
、
我
が
会
派
が
こ
れ
ま
で
重
ね
て
要
望
し
て
き
た
本
市
が
直
面
し
て
い
る
喫
緊
の

課
題
に
対
す
る
経
費
に
つ
い
て
も
、
適
切
に
配
分
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。
会

派
と
し
て
も
こ
れ
ら
の
課
題

の
解
決
に
向
け
て
全
力
で
取

組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

　

今
後
と
も
、
私
た
ち
湖
誠

会
は
、
市
民
や
事
業
者
の
皆

様
が
安
心
し
て
住
み
続
け
ら

れ
る
大
津
市
を
目
指
し
、
皆

様
と
と
も
に
歩
む
市
政
を
推

進
し
て
ま
い
る
所
存
で
す
。

会
派
所
属
議
員
に
対
し
ま
し

て
、
さ
ら
な
る
ご
指
導
、
ご

鞭
撻
を
賜
り
ま
す
よ
う
お
願

い
申
し
上
げ
、
ご
挨
拶
と
い

た
し
ま
す
。

○�

令
和
7
年
度
当
初
予
算
が
市
議
会
２
月
通
常
会
議
に
お
い
て
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

令
和
７
年
度
当
初
予
算
は
、大
津
市
総
合
計
画
の
基
本
構
想
に
掲
げ
る
３
つ
の
基
本
方
針
に
沿
っ
て
編

成
さ
れ
る
と
と
も
に
、令
和
７
年
度
は
総
合
計
画
第
３
期
実
行
計
画
の
初
年
度
に
あ
た
る
こ
と
か
ら
、教
育

環
境
の
充
実
な
ど
、こ
れ
ま
で
の
第
２
期
計
画
の
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
重
点
的
に
実
施

し
て
き
た
諸
事
業
に
つ
い
て
、そ
の
事
業
効
果
を
最
大
化
さ
せ
る
た
め
、継
続
的
、発
展
的
に
実
施
で
き
る

よ
う
編
成
さ
れ
ま
し
た
。そ
の
他
、わ
た
S
H
I
G
A
輝
く
国
ス
ポ
・
障
ス
ポ
大
会
の
開
催
経
費
や
保
育
所

等
の
待
機
児
童
対
策
経
費
、ま
た
、防
災
対
策
経
費
や
小
中
学
生
の
不
登
校
対
策
な
ど
、喫
緊
の
課
題
に
対

応
す
る
た
め
に
必
要
と
な
る
経
費
を
盛
り
込
ん
だ
予
算
と
し
て
編
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。

幹
事
長�

竹
内 

照
夫

歳 入 解 説
（市税の主な内容）
◦�個人市民税は定額減税の終了による影響
や、個人所得・納税義務者数の増加等によ
る増収を見込み、法人市民税については
原材料費や人件費等の高騰による減収要
素があるものの、前年度からの好調な企
業業績による増収の見込み。固定資産税
についても、土地については新築マンショ
ン、新築住宅の建設に伴う住宅用地特例
適用による減収要素があるものの、家屋に
ついては令和７年度は経年減価の影響を
受けないことから増収の見込み。

（全体）
◦�市税収入や地方消費税交付金の堅調な伸
びを反映し、増収の見込み。

令和7（2025）年度各会計予算額
（令和6年度当初予算比）

※ 各会計の千円単位を四捨五入し万円単位としています※ 企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計

一 般 会 計
1,463億8,400万円

（5.8％）

特別会計（8会計）
778億6,393万円

（1.5％）

企業会計（3会計）
351億4,011万円

（△1.0％）

合　計
2,593億8,803万円

（3.5％）

市民一人当たりの予算額426,520円は
こんなふうに使われます

《
子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
が
輝
い
て
、魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち
を
創
り
ま
す
》

　
①
待
機
児
童・保
育
士
確
保
対
策

　
　
・民
間
保
育
施
設
の
整
備
補
助
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
２
億
４
，２
５
７
万
２
千
円

　
　
・保
育
士
等
奨
学
金
返
還
支
援
事
業
費
補
助
金
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
４
８
０
万
円

　
　
・潜
在
保
育
士
等
就
職
支
援
給
付
金
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
３
０
０
万
円

　
②
学
び
の
機
会
の
確
保
と
校
内
ウ
イ
ン
グ
の
充
実

　
　
・校
内
ウ
イ
ン
グ
環
境
整
備
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
３
５
７
万
円

　
　
・フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル
等
民
間
施
設
利
用
者
支
援
補
助
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
７
２
０
万
円

　
　
・学
校
施
設
の
長
寿
命
化
改
良
及
び
ト
イ
レ
改
修
事
業
�
�
�
�
５
０
億
１
１
３
万
５
千
円

　
　
・中
学
校
体
育
館
空
調
設
備
設
置
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
６
億
１
，８
５
３
万
９
千
円

　
③
認
知
症
施
策
の
推
進

　
　
・認
知
症
安
心
サ
ポ
ー
ト
事
業
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
２
４
９
万
５
千
円

　
　
・認
知
症
普
及
啓
発
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
１
０
３
万
３
千
円

《
自
然
、歴
史
、文
化
、ス
ポ
ー
ツ
を
重
視
し
、多
く
の
人
が
集
う
ま
ち
を
創
り
ま
す
》

　
①
わ
た
S
H
I
G
A
輝
く
国
ス
ポ・障
ス
ポ
大
会
開
催
事
業
�
�
�
�
�
２
７
億
５
１
１
万
円

　
②
大
河
ド
ラ
マ
レ
ガ
シ
ー
事
業

　
　
・「
文
学
の
ま
ち
大
津
」ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
強
化
事
業
�
�
�
令
和
７
年
度 　
５
９
万
５
千
円

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
�
�
令
和
８
年
度　
１
，８
１
５
万
円

　
　
・お
お
つ
文
学
フ
ェ
ス
タ
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
５
０
０
万
円

　
③
歴
史
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

　
　
・坂
本
城
跡
発
掘
調
査
成
果
啓
発
事
業
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
７
９
０
万
円

《
安
心
、快
適
に
住
み
続
け
る
こ
と
の
で
き
る
活
力
の
あ
る
ま
ち
を
創
り
ま
す
》

　
①
市
役
所
庁
舎
の
整
備

　
　
・庁
舎
整
備
基
本
計
画
の
策
定
��
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
１
，８
１
５
万
円

《
暮
ら
し
を
守
る（
物
価
高
騰
対
策・生
活
支
援
等
》

　
①「
お
お
つ
割
」事
業
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
４
億
８
，５
３
５
万
２
千
円

　
②
学
校
給
食
費
の
値
上
が
り
分
の
公
費
負
担
��
�
�
�
�
�
�
�
２
億
１
，７
７
９
万
２
千
円

主
な
事
業
内
容

右
よ
り草

野　

聖
地
議
員

葉
月　

陽　

議
員

竹
内　

照
夫
議
員

竹
内　

基
二
議
員

寺
田　

英
幸
議
員

福
永　

英
晶
議
員

川
口　

正
徳
議
員
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葉月　陽 議員

本市におけるがん対策の推進について

第２期大津市がん対策推進基本計画策定に係る
市民・事業所意識調査から見えた課題と結果を

踏まえて、どのように次期計画に生かされたのか。�
また、大津市のがん検診受診率向上のため「ＳＩＢ／Ｐ
ＦＳ事業」の導入や、その他の取組について、考えを
伺う。

事業所や保険者と連携したがん対策事業を推進
し、がん予防や検診の受診促進に取り組んだ事

業所が増加したと評価している。市民意識調査では、
がんになる要因を知らない人が多く、症状がないた
め検診の必要性を感じない人が多いという課題が
あった。次期計画では、がんに関する知識の普及や
検診受診率向上のための取組みを進める。
　また、成果連動型委託契約（PFS事業）の導入は考
えていないが、受診勧奨の対象年齢拡大や休日検診
の実施など、受診しやすい環境の整備に取り組む。

川口　正徳 議員

「大戸川ダム」関連事業としての地域振興
対策について

工事用道路など大戸川ダム本体工事の実施に向けた
準備工事が令和７年度から着手されるが、ダム建設

関連事業としての地域振興対策については、本体工事と
両輪事業として取り組む必要がある。大津市として、地域
とともに地域振興対策事業に取り組むべきと考えるが、具
体的な取り組みについて、スケジュールとともに伺う。

　令和３年８月、淀川水系河川整備計画（変更）が策
定されダム本体工事の実施が明記されて以降、大戸

川ダム水源地域整備計画事業の進捗確認や事業実施に向
けての諸課題等について、大戸川ダム工事事務所、滋賀
県と協議を行うとともに、大戸川ダム対策協議会及び各
地域協議会と地域振興に係る意見交換を行ってきた。
　今後についても、水源地域である牧町、大鳥居町それ
ぞれの地域のニーズや実情などを踏まえ、ダム本体工事
の進捗に合わせて、関係機関とともに地域振興に係る取
組に向けた協議を行う。� ※他に２項目の質問あり。

福永　英晶 議員

家族介護者への支援に関する取組と
重層的支援体制整備事業について

重層的支援体制整備事業について、現在の取
組状況や課題、本格実施に向けての今後の予

定について伺う。
様々な課題を抱える世帯に対し、重層的支援
推進室が中心となり、関係機関との会議で情

報共有や役割分担を行い、支援を実施している。
長期化するひきこもりの方には、アウトリーチで
信頼関係を築き、意向に沿った支援につなげてい
る。地域での居場所確保が課題であり、サロン運
営者等に事業への理解を求めている。令和8年度
の本格実施に向け、事業の検証・評価を進め、高
齢・障害・こども・生活困窮の各分野で、年齢や
障害種別に関わらず対象者を広く受け入れていた
だくよう取組を進めていく。
� ※他に１項目の質問あり。

２月通常会議一般質問� 質問、答弁は一部抜粋です。詳しくは大津市議会ホームページをご覧ください。※質問順に掲載しています。

会派代表質問 質問項目 � 湖誠会　竹内　照夫 幹事長
●�これまでの市政運営に対する評価と今後の方向性について
●令和７年度の当初予算編成について
●大津の魅力を生かしたにぎわい創出について
●こども関連施策及び福祉施策の推進について
●本市における防災力の強化について

　大津市行政改革プラン2025について、
どのように取り組まれるお考えなのか、

これまでに策定された行政改革プランから見直
した点を踏まえて見解を伺う。

　人口減少や少子高齢化の進展の中で課題
となる人材確保と公共施設の老朽化への

対策として、「スマート自治体の推進」と「公共
施設マネジメントの推進」の２つの取組方針に
ついて、重点的に新たな項目を設定している。
　「スマート自治体の推進」では、業務の効率化
や利便性の向上とともに市役所新庁舎の整備を
見据えた「文書削減の推進」や「書かない窓口の
推進」といった取組を、「公共施設マネジメント
の推進」では、「プールや勤労福祉センターの在
り方検討」など具体的な施設に関する取組を掲
げ、引き続き全体最適による行財政改革を進め
ていく。

　令和７年４月から新たに設置する「こども未来部」と
「健康福祉部」について、組織再編に伴い、今後どの

ように庁内連携を図り、施策を推進していかれるのか、ま
た、それによりどのような効果を想定されているのか、見
解を伺う。

　新たに設置する「こども未来部」にこども総合支援局
を設置し、妊娠期から学齢期までの情報を共有する

ためのシステムの稼働や、保護者が子どもに適した支援体
制を選択できる療育・保育の環境整備、困難な状況にある
子どもや保護者を早期に支援できるよう、母子保健機能と
児童福祉機能の一体的な運営に取り組むこととしている。
　専門職を集中的に配置し、関係する所属が情報を一元的
に把握することで、これまで以上に当事者に寄り添い、継
続した伴走支援ができるものと考えている。
　また、「健康福祉部」においては、障害分野と介護分野
の指導監査業務の一元化を図るとともに、生活習慣病予防
と介護予防の効果的な取組などを進めていく。
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　すべての人が安心して暮らし続けることがで

きる「夢があふれるまち大津」の実現に向けて
取り組まれた大津市総合計画第２期実行計画の成果
について、どのように評価されているのか、見解を
伺う。

　本計画期間においては、妊婦健康診査の無料
化と産婦健康診査の費用助成の開始や子ども

医療費助成制度の拡充、学校夢づくりプロジェクト
などの実施による特色ある学校づくり、パークＰＦ
Ｉ方式での大津湖岸なぎさ公園市民プラザの再整備
や中消防署の移転新築など、リーディングプロジェ
クトを中心に、未来への種まきを意識した取組を進
めて来た。新型コロナウイルス感染症対策を優先せ
ざるを得なかった面もあったが、コロナ禍でオンラ
イン会議や電子図書館の運用開始などデジタル化の
推進が図られ、各施策目標の達成状況からは、着実
に進捗できたものと考えている。

ヤングケアラーの支援の現況及び、家族介護者への支援に関する取組等について
（こども家庭庁、厚生労働省）
　こども家庭庁と厚生労働省を視察し、ヤングケアラーと家族介護者への支援に
ついて詳細な説明を受けました。
　こども家庭庁は、実態調査、ガイドライン作成、相談窓口設置など、ヤングケア
ラー支援体制の構築に取り組んでいます。家族介護者支援では、国や自治体、民間
団体が相談・情報提供、研修、交流の場提供などを行っています。課題として学業や
心身への負担、社会との隔絶などが挙げられ、今後は早期発見・早期支援、関係機
関との連携強化が必要とされました。
　視察を踏まえ、大津市では定期的な実態調査と、きめ細やかな支援体制構築を
進めていくことが大切だと認識しました。特に、令和8年度実施予定の重層的支援
体制整備事業において、今回の知見を活かし、市民にとってより良い事業となるよ
う努めます。

２月３日・４日に３つの項目について視察を実施しました。それぞれの内容は次の通りです。

「大腸がん検診・精密検査受診率向上事業における
ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）導入モデル」に
ついて（東京都八王子市）
　次期大津市がん対策推進基本計画に関する説明
を受け、「大腸がん検診・精密検査受診率向上事業に
おけるSIB導入モデル」について詳細を伺いました。
　大腸がんは死亡者数が近年急増していますが、便
潜血検査による検診は安価かつ安全で、死亡リスク
を大幅に減らせる有効な手段です。しかし、受診率が
伸び悩んでいる現状に対し、八王子市では行政コス
トを抑えつつ未受診者対策と検診率向上を図るた
め、成果連動型契約（PFS）を用いたSIBモデルを導
入しました。目標未達成時には支払いが発生しない
ため民間委託業者にはリスクがありますが、受診率
向上に大きく貢献したとのことです。
　大津市は精密検査受診率が高いものの、大腸が
ん検診事業を含め、市民の健康長寿のため八王子
市のSIB、特にPFSモデルの導入を検討したいと感じ
ました。
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